
Ｈ運輸業，郵便業 

 

１か月当たり平均売上高           ５兆1278億円（前年比 3.0％増） 

  年平均従事者数                 371万人（ 同  1.2％増） 

 

   ○主な対象業種 

鉄道業：普通鉄道業，地下鉄道業，モノレール鉄道業等  

     道路旅客運送業：一般乗合旅客自動車運送業，一般貸切旅客自動車運送業，特定旅客自動車運送業等 

     道路貨物運送業：一般貨物自動車運送業，特定貨物自動車運送業，貨物軽自動車運送業，集配利用運送業等 

     水運業：外航旅客海運業，沿海旅客海運業，港湾旅客海運業，船舶貸渡業等 

     倉庫業：倉庫業，冷蔵倉庫業等 

     運輸に附帯するサービス業：港湾運送業，運送代理店，こん包業，鉄道施設提供業，海運仲立業等 

     航空運輸業，郵便業（信書便事業を含む）：航空運送業, 航空機使用業，郵便業（信書便事業を含む）等 

     ※産業中分類「航空運輸業，郵便業（信書便事業を含む）」は，平成 25 年から同分類名で公表しているた

め，前年比は平成 26 年から算出している。 

 

１ １か月当たり平均売上高 

平成 26 年の「運輸業，郵便業」の１か月当たり平均売上高は５兆 1278 億円となり，

前年と比べると 3.0％の増加となった。 

産業中分類別に前年と比べると，「水運業」が 6.6％の増加，「運輸に附帯するサービ

ス業」が 4.2％の増加，「道路貨物運送業」及び「鉄道業」が 2.5％の増加，「航空運輸

業，郵便業（信書便事業を含む）」が 1.7％の増加，「倉庫業」が 1.2％の増加となった

が，「道路旅客運送業」が 0.6％の減少となった。 

（図Ｈ－１－１，図Ｈ－１－２，表Ｈ－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ｈ－１－１ 産業中分類別 1 か月当たり 
平均売上高の推移 

図Ｈ－１－２ 産業中分類別 1 か月当たり 
平均売上高の前年比の推移 
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２ 年平均従事者数 

平成 26 年の「運輸業，郵便業」の年平均従事者数は 371 万人となり，前年と比べる

と 1.2％の増加となった。 

産業中分類別に前年と比べると，「道路貨物運送業」が 2.7％の増加，「運輸に附帯す

るサービス業」が 1.9％の増加，「航空運輸業，郵便業（信書便事業を含む）」が 1.1％

の増加となったが，「鉄道業」が 2.5％の減少，「道路旅客運送業」が 1.9％の減少，「水

運業」が 0.2％の減少となった。「倉庫業」は前年と同水準（0.0％）となった。 

（図Ｈ－２－１，図Ｈ－２－２，表Ｈ－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ｈ－２－１ 産業中分類別年平均従事者数の推移 図Ｈ－２－２ 産業中分類別年平均従事者数の前年比の推移 

表Ｈ－１ 産業中分類別 1 か月当たり平均売上高及び前年比の推移 

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成24年 平成25年 平成26年

5,172,851 5,027,001 4,979,672 5,127,790 -2.8 -0.9 3.0

562,686 594,316 602,203 617,100 5.6 1.3 2.5

253,396 260,055 267,345 265,663 2.6 2.8 -0.6

2,018,450 1,893,348 1,904,109 1,952,476 -6.2 0.6 2.5

538,097 532,075 538,119 573,628 -1.1 1.1 6.6

324,863 319,539 319,809 323,680 -1.6 0.1 1.2

999,296 945,180 951,657 991,972 -5.4 0.7 4.2

- - 396,430 403,271 - - 1.7

前年比（％）

運 輸 業 ， 郵 便 業
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実数（百万円）
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３ 月別の推移 

 (1) 月間売上高 

平成 26 年の「運輸業，郵便業」の月間売上高の前年同月比をみると，全ての月で

増加となった。産業中分類別に「運輸業，郵便業」に対する前年同月比の寄与度をみ

ると，「水運業」は全ての月，「運輸に附帯するサービス業」は３月を除く月，「道路

貨物運送業」は８月，11 月及び 12 月を除く月で増加に寄与し，「道路旅客運送業」は

３月，９月及び 12 月を除く月で減少に寄与した。 

（図Ｈ－３－１） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ｈ－３－１ 月間売上高の前年同月比及び寄与度の推移 

表Ｈ－２ 産業中分類別年平均従事者数及び前年比の推移 

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成24年 平成25年 平成26年

3,916,500 3,693,300 3,671,300 3,713,900 -5.7 -0.6 1.2

275,100 273,800 276,400 269,500 -0.5 0.9 -2.5

599,000 575,400 568,000 557,200 -3.9 -1.3 -1.9

2,084,700 1,923,700 1,878,700 1,928,600 -7.7 -2.3 2.7

53,500 61,100 59,600 59,500 14.3 -2.5 -0.2

195,100 186,600 190,600 190,600 -4.4 2.1 0.0

407,900 382,100 387,600 395,000 -6.3 1.4 1.9

- - 310,400 313,700 - - 1.1
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(2) 従事者数 

平成 26 年の「運輸業，郵便業」の従事者数の前年同月比をみると，全ての月で増

加となった。産業中分類別に「運輸業，郵便業」に対する前年同月比の寄与度をみる

と，「道路貨物運送業」は全ての月で増加に寄与し，「道路旅客運送業」及び「鉄道業」

は全ての月で減少に寄与した。 
（図Ｈ－３－２） 

(3) 需要の状況 

平成 26 年の「運輸業，郵便業」の前年同月と比べた需要の状況を需要状況ＤＩで

みると，８月及び 11 月を除く月でプラスとなった。 

（図Ｈ－３－３） 

図Ｈ－３－２ 従事者数の前年同月比及び寄与度の推移 

図Ｈ－３－３ 需要状況ＤＩ(前年同月と比べた需要の状況)の推移 


